
 

経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 商業簿記Ⅳ 単 位 数 4 単位 講義時間 96 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題・テスト 主任講師 
山内 樹 講師 

永坂里沙 講師 

実施年次 2年次 実施時期 第 Ⅳ 学期 必修・選択 必修 

主な講義教材 
レジュメ・当校発刊の個別問題集 

 

科 目 概 略 
上場会社等において必要とされる連結財務諸表やキャッシュ・フロー計算書

の作成方法等、企業規模に応じた幅広い処理を理解する。 

科目教育目標 
企業再編が多く行われる昨今の実務環境を踏まえながら、その取引の記帳方

法と財務諸表を作成する力を育成する。 

授業の形式・特徴 講義形式を基本とし、問題演習を多数実施する。 

教育目標資格 

税理士試験 簿記論 

日本商工会議所主催簿記検定 1級  

全国経理教育協会主催簿記能力検定 上級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1.連結会計 

 ⑴総論 

 ⑵支配獲得日の会計処理 

⑶支配獲得日後の会計処理 

⑷株式の取得と売却 

⑸内部取引高の相殺消去 

⑹未実現損益の消去 

 ⑺債権・債務の相殺消去 

⑻持分法 

⑼連結上の税効果 

⑽包括利益計算書 

2.外貨建取引Ⅱ 

 ⑴在外支店 

⑵在外子会社 

3.資本会計Ⅱ 

 ⑴組織再編 

4.キャッシュ・フロー計算書 

 ⑴直接法 

⑵間接法 

以上  

 

（試験制度改正により講義項目の変更を行う場合があります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

  



 

経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 会計学Ⅳ 単 位 数 4単位 講義時間 96 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題・テスト 主任講師 
山内 樹 講師 

永坂里沙 講師 

実施年次 2年次 実施時期 第 Ⅳ 学期 必修・選択 必修 

主な講義教材 
レジュメ・当校発刊の個別問題集 

 

科 目 概 略 
合併・会社分割等の組織再編に関する会計処理や連結財務諸表の作成に関す

る修正手続を理解する。 

科目教育目標 
連結財務諸表の作成手続に従い、各会計基準にもとづき作成した個別財務諸

表の修正を行うことにより、連結財務諸表を作成できるようになること。 

授業の形式・特徴 講義形式を基本とし、問題演習を多数実施する。 

教育目標資格 
日本商工会議所主催簿記検定 1級  

全国経理教育協会主催簿記能力検定 上級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1.連結財務諸表に関する会計基準 

2.持分法に関する会計基準 

3.包括利益に関する会計基準 

4.企業結合に関する会計基準 

5.事業分離等に関する会計基準 

6.その他関連する会計基準、法律等 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（試験制度改正により講義項目の変更を行う場合があります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

 

 

  



 

 

経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 工業簿記・原価計算Ⅳ 単 位 数 7単位 講義時間 168 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・授業態度・配布物課題 主任講師 
松葉 崇史 講師 

西脇 駿太 講師 

実施年次 2年次 実施時期 第 Ⅳ 学期 必修・選択 必修 

主な講義教材 当校で作成した例題・個別問題・模擬問題 

科 目 概 略 
Ⅰ、Ⅱ、Ⅲで学んだ知識をもとに組織評価の考え方や新たな原価計算の方法

を学び、最先端の原価計算理論を身に付ける。 

科目教育目標 
従来の原価計算をベースに新たな原価計算を比較しながら学習し、より企業

にとって即戦力となる人財の養成を目指す。 

授業の形式・特徴 講義形式を基本とし、問題演習を多数実施する。 

教育目標資格 

公認会計士試験 

税理士試験 

日本商工会議所主催簿記検定 1級  

全国経理教育協会主催簿記能力検定 上級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

・事業部制の業績評価 

 『企業内部における組織作りやその組織と事業部長の業績評価の手法を業績評価の目的と共に 

理解していけるように指導する。』 

・戦略的原価計算の概要 

 『近年実務の中から誕生した新たな原価計算(戦略的原価計算)の誕生の背景を経済環境を交え 

  ながら理解させる。』 

・活動基準原価計算 

 『部門別原価計算に代わる活動基準原価計算の手法を目的や従来の手法の問題点を踏まえ、指 

  導していく。』 

・原価企画 

 『新たな原価管理手法として注目されている原価企画を従来の代表的な原価管理手法である標 

 準原価計算の問題点と交えながらその考え方を学習していく。』 

・品質原価計算 

 『品質管理にかかるコスト削減を図るための新たな原価管理手法を指導する。』 

・ライフサイクルコスティング 

 『顧客の観点から行われる長期意思決定の目的や計算方法を指導し、企業においてどのように 

  活用されているかを指導していく。』 

※ 上記全て当校で作成した例題、個別問題等を通じ、アウトプットを行い、更なる理解と技術 

 習得を学生に促せる。 

以上 

（試験制度改正により講義項目の変更を行う場合があります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

  



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 一般教養Ａ 単 位 数 1 単位 講義時間 24 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題・テスト 主任講師 高橋 淳二 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅳ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 プリント配布 

科 目 概 略 
社会人になるために、人生についての考え方を深める必要がある。会計を学

んでそれを社会に活かすためにはどのような思考は必要か意識を高めていく。 

科目教育目標 
人生に対する考え方には様々な先人の理論がある。それらを学ぶことによっ

て、自身の人生を改めて考える機会とし、学習の意欲を高める。 

授業の形式・特徴 
講義形式を基本とし、グループワーク、ディスカッションなどの演習を行う。 

 

教育目標資格  該当なし 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1 生きるとは何か 

(1)自分の夢、やりたいことを仕事にするという罠 

(2)稼ぐ＝お金の頂く、の真意 

(3)個人主義と利己主義の違い 

2 マズローの欲求段階説の示唆するものとは 

(1)各欲求段階の意味 

(2)段階になっている意味を考える 

(3)ピラミッド形状になっている意味を考える 

3．会計と経済 

(1)お金の本質 

(2)お金はどうやって生まれるのか 

(3)通貨の番人日銀の役割 

(4)国債発行の意味 

(5)日本経済の未来への展望 

4．会計プロフェッションとしての生き方 

(1)お金との付き合い方 

(2)お金で失敗しないためには 

(2)お金で買えないものの価値 

 5 グループワーク 

 6 ディスカッション 

以上 

 

 

 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

 



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 会社法 単 位 数  2 単位 講義時間 48 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題 主任講師 飯田 豊 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅳ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 会社法テキスト，会社法ノート，経営知識テキスト，経営知識ノート 

科 目 概 略 
①ビジネスに直結している会社法，金融商品取引法，手形小切手法，労働契

約法の概要を学ぶ。②できるだけ判例に現れた具体的な事例に即して学ぶ。 

科目教育目標 

ビジネス社会では，Ｍ＆Ａが当たり前にあり，企業不祥事がありコーポレー

トガバナンスが課題であり，リストラもあり働き方改革が話題になっている。

それらに対処できる知識が，社会人として必須である。 

授業の形式・特徴 

講義形式を基本とする。 講師は、企業法務に携わった実務経験に基づき、企

業活動に関わる重要な法律・知識のみならず、実際の企業が直面する各種ビジ

ネス訴訟リスク等を踏まえたより実践的な法律実務についての授業を行う。 

教育目標資格  該当なし 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1 会社法 平成 19年に新会社法が成立し，26年に改正があった。 

 ⑴株主の議決権，株主総会，役員の選解任  ⑵取締役，社外取締役，善管義務，忠実義務 

⑶業務執行，内部統制システム，会社代表，取締役会，代表取締役の選定 

⑷会計参与，監査役，監査役会，会計監査人，委員会等設置会社，監査等委員会設置会社 

⑸取締役の責任・第三者責任，代表訴訟  ⑹会計帳簿，計算書類，資本金，剰余金分配 

⑺株式，利益供与，株式譲渡，譲渡制限，振替株式，自己株式取得，子会社の親会社株式取得 

⑻設立  ⑼合併，会社分割，株式交換  ⑽特例有限会社，合同会社 

２ 金融商品取引法   

⑴金商法上の有価証券，集団投資スキーム 

⑵有価証券届出書，有価証券の募集，私募 

⑶有価証券報告書，内部統制報告書，四半期報告書，親会社等状況報告書，虚偽情報開示責任 

⑷公開買付，大量保有報告書，インサイダー取引規制 

３ 手形小切手法   

⑴手形小切手の経済的機能  ⑵手形小切手の成立要件，振出 

⑶裏書，裏書の効力 ⑷手形の喪失 ⑸手形抗弁 ⑹白地手形 ⑺手形割引，支払呈示 

⑻小切手の特質，自己宛小切手  ⑼電子記録債権 

４ 労働契約法，労働基準法 

⑴労働関係の成立，労働者の義務，使用者の義務 

⑵賃金支払いの 5原則，1日 8時間労働制，時間外労働・休日労働，有給休暇 

⑶就業規則  ⑷組織再編と労働契約  ⑸懲戒，解雇，自発的退職と非自発的退職 

⑹非正規従業員  ⑺日本的雇用の見直し 

以上 

 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

 



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 民 法 単 位 数  2 単位 講義時間  48 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題 主任講師 飯田 豊 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅳ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 民法テキスト，民法ノート 

科 目 概 略 

①できるだけ判例に現れた事例で学ぶ(ケーススタディ)。②売買，賃貸借，

不法行為，担保法の分野を詳細に学ぶ。③近年，財産法，相続法の大改正があ

った。改正の背景を解説する。④民法全体の概要を学ぶ。 

科目教育目標 
民法の知識は，人が社会生活を営む上で必須のものである。それを使える知

識として会得させる。 

授業の形式・特徴 

講義形式を基本とする。 講師は、企業法務に携わった実務経験に基づき、実

際の企業が直面する各種ビジネス訴訟リスク、企業や従業員個人の間の係争問

題等を踏まえたより実践的な法律実務についての授業を行う。 

教育目標資格 学生の中に宅建取引士を目標としている者もいる。個別指導する。 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1 民法の基本原則と指導原理 

２ 民法総則 ⑴人の権利能力，意思能力，行為能力 

⑵住所，不在者，失踪宣告，同時死亡の推定 

⑶法律行為，公序良俗違反，意思表示，心裡留保，虚偽表示，錯誤，詐欺，強迫，消費者保護

法の取消 

⑷代理，表見代理，無権代理 

⑸条件，期限，期間，取得時効，消滅時効，時効の援用，時効の更新，時効の完成猶予 

３ 物権法 ⑴公示の原則，⑵物権的請求権，⑶物権変動，物権変動の対抗要件 

⑵登記制度，不動産登記簿の実際，登記の有効要件，登記の対抗力 

⑶動産の即時取得，占有権 

⑷所有権，相隣関係，共有関係 

⑸地上権，地役権 

⑹留置権，先取特権，質権，抵当権，根抵当権，譲渡担保，仮登記担保，所有権留保 

４ 債権法 ⑴特定物債権，種類債権，利息債権，利息制限法 

⑵民事執行，損害賠償，代償請求，受領遅滞  ⑶私的整理，債権者代位権，詐害行為取消権 

⑷連帯保証，保証債務，根保証 ⑸債権譲渡，ＡＢＬ ⑹弁済，弁済代位，弁済供託，相殺 

⑺契約自由原則，定型約款，危険負担，契約解除 

⑻売買契約，契約不適合責任，請負，消費貸借，委任，使用貸借，賃貸借，雇用，和解 

⑼事務管理，不当利得，不法行為，特殊の不法行為 

５ 家族法 内縁，婚姻，離婚，親子，養子，後見，扶養，家族信託 

６ 相続法 ⑴相続人，相続分，相続財産  ⑵遺産分割  ⑶相続人の不存在 

 ⑷遺言，遺留分 

以上 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

 



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 情報処理Ａ（PC） 単 位 数 1単位 講義時間 24 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題 主任講師 飯富 覚紹 講師 

実施年次 ２ 年次 実施時期 第 Ⅴ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 
ドリルでマスター！ Excel2010（NOA出版） 

ドリルでマスター！ PowerPoint2010（NOA出版） 

科 目 概 略 
業務を行う上で必要となる、計算書作成やデータ集計・分析に関する知識及

びプレゼンテーションを行うためのスライド作成技能を習得する。 

科目教育目標 
業務において必要不可欠な、PCを用いた計算処理及びスライド作成について

の知識・技能を習得させる。 

授業の形式・特徴 実際にＰＣを使用し、Excelおよび PowerPoint での書類作成を行う。 

教育目標資格 
Microsoft Office Specialist（Microsoft® Office Excel） 

Microsoft Office Specialist（Microsoft® Office PowerPoint） 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

〔Excel〕 

１ Excelの基本的操作 

２ 表作成 

３ データベース 

４ 関数、数学/三角関数、統計関数、検索/行列 

５ グラフ作成 

６ ピボットテーブル 

７ 表作成応用 

８ データ分析 

９ その他の機能 

〔PowerPoint〕 

１．プレゼンテーションの基礎 

２．パワーポイントの起動 

３．資料作成概要 

４．編集機能 

５．文字・イラスト・図形の挿入 

６．表・グラフの挿入 

７．効果 

８．オリジナルスライドの作成 

９．その他の機能 

 

 

以上 

（ソフトウェアのヴァージョンアップなどにより、講義内容が変更されることがあります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 経営学概論Ａ 単 位 数  3 単位 講義時間 72 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題 主任講師 飯田 豊 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅴ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 経営テキスト，経営ノート 

科 目 概 略 

経営の講義では，実際に企業にあった豊富な具体例を紹介して，その経営手

法を講義する。実際の経営の成功例のみならず，経営の失敗例を紹介し，それ

は何故かを考えさせる。 

科目教育目標 
経営の講義では，学生に①いろいろな企業の実像を知り，②戦後のアメリカ

及び日本の産業史の理解がすすむことを期待したい。 

授業の形式・特徴 

講義形式を基本とする。講師の企業実務の経験に基づき，豊富な具体例を紹

介することによって，実際の企業が直面した課題及びビジネスリスク等をどう

乗り越えて来たかをより実践的な内容で授業を行う。 

教育目標資格 該当なし 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

⑴ テイラーの科学的管理，フォードシステム，人間関係論 

欲求 5段階説，動機付け＝衛生理論，期待理論，内発的動機付け理論 

⑵ 経営戦略，ＳＷＯＴマトリクス，ＰＥＳＴ分析 

ポーターの競争戦略，ＶＲＩＯフレームワーク，プロセス重視の経営戦略 

⑶ 全社戦略，多角化戦略，Ｍ＆Ａ，ＰＰＭ理論 

⑷ 選択と集中，企業買収の手法，敵対的買収に対する防衛策 

⑸ マーケティング，消費者行動，ネットワークの外部性 

製品戦略，ブランド戦略，価格戦略，流通戦略，プロモーション戦略 

顧客満足，ＲＦＭ分析，インターナルマーケティング 

⑹ 市場と組織，市場の失敗，組織デザイン，コンティンジェンシー理論，有機的組織 

組織文化，脱成熟化，組織変革 

⑺ リーダーシップ論，Ｘ理論Ｙ理論，マネージャーの仕事   

⑻ ドラッカー理論，自然環境と企業経営 

⑼ イノベーション，イノベーションのジレンマ，草の根イノベーション 

⑽ バーナード理論，サイモンの組織意思決定理論，ゲーム理論，プロスペクト理論 

⑾ コーポレートガバナンス，アメリカの株式会社制度，エイジェンシー理論 

資本コスト，ＲＯＥ，ＥＶＡ，最適資本構成・ＭＭ理論 

⑿ 日本の株式会社のガバナンス，上場企業の株式保有構造，日本版スチュワードシップコード 

日本的経営，日本的雇用の特質，企業間取引，日本の現場，トヨタの生産方式 

日本企業の意思決定の特質，日本企業のグローバリゼーション 

 

以上  

               

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

 

  



 

経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 ビジネス実務Ａ 単 位 数 1 単位 講義時間 24 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・テスト 主任講師 田川 浩子 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅴ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 秘書検定集中講義 2級 改訂版（早稲田教育出版） 

科 目 概 略 

秘書業務を通じて企業人として身につけておくべき教養や常識などを習得

する。また会社業務を円滑に進める上で必要とされる知識・技能を学び、実際

に仕事を任されたときに、判断・行動する力を養う。 

科目教育目標 
企業人としての基本行動に必要な社会常識や倫理などを理解し、日常生活の

中でも実践できる。 

授業の形式・特徴 

講義形式を基本とする。 講師は、国際線客室乗務員としての勤務経験があ

り、接遇・マナーのプロとしての経験を踏まえ、社会人としての教養・常識・

技能習得に向けた授業を行う。 

教育目標資格  文部科学省後援 秘書技能検定試験 2級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1 秘書の心構え 

(1)企業人としての自覚と心構え 

(2)補佐役としての心構え 

(3)求められる人柄と身だしなみ 

2 要求される資質 

(1)仕事を処理する際の基本的心得 

(2)秘書に必要とされる能力 

3 秘書の機能と役割 

(1)組織の中の秘書 

(2)上司と秘書の関係 

4 秘書の業務 

(1)秘書の業務と心得 

(2)職務上の心得と仕事の進め方 

5 企業と経営 

(1)経営と組織 

(2)主な企業活動と法律・税 

6 社会常識 

以上 

 

 

 

 

（社会・企業活動・企業での働き方の変化などにより、講義内容が変更されることがあります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

  



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 実務簿記・財務分析 単 位 数 3 単位 講義時間 72 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題・テスト 主任講師 
山内 樹 講師 

永坂里沙 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅴ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 プリント配布 

科 目 概 略 
ビジネスツールとしての財務分析活用法を学ぶ。商業簿記・会計学・原価計

算の学習内容を実務上の事例に当てはめ、現場での具体的な処理を理解する。 

科目教育目標 
会計実務に就いた際に即時に対応が可能となるような能力を身につけさせ

る。 

授業の形式・特徴 講義形式を基本とする。 

教育目標資格  該当なし 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

 

1. 財務分析 

 (1)財務分析の全体像 

 (2)財務指標の体系・損益計算書の仕組みと収益性分析 

 (3)効率性分析・貸借対照表の仕組みと安全性分析 

  (4)生産性分析 

  (5)キャッシュ・フロー計算書とキャッシュ・フロー分析 

 (6)損益分岐点分析 

  (7)企業価値分析 

  (8)事例研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

 

2. 実務簿記  

 (1)帳簿体系（伝票構造） 

  (2)現金預金会計 

  (3)債権・債務の残高の妥当性 

(4)会計と税法の仕組み                              

以上  

 

 

 

 

 

 

 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

  



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 税務会計 単 位 数 9 単位 講義時間 216 時間  

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題・テスト 主任講師 
新山 高一 講師  

志水 大介 講師  

実施年次  2 年次 実施時期 第 Ⅵ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 
テキスト集・個別計算問題集・レジュメ 

社団法人全国経理教育協会主催税務会計能力検定２級過去問題 

科 目 概 略 
税法一般の知識を身につけ、会社の経理で必要とされる税務処理能力及び申

告書の作成能力を身に付ける。 

科目教育目標 
主要税目の納付税額の計算方法を習得させ、申告書を作成できるように習得

させる。 

授業の形式・特徴 講義形式を基本とし、申告書作成等の演習を行う。 

教育目標資格 社団法人全国経理教育協会主催税務会計能力検定１級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1. 税法概論 

(１) 日本国における税金体系の理解 

2. 法人税法 

 (１) 法人税法の体系（納税義務者、届出書等の手続、青色申告制度） 

 (２) 課税所得金額の計算（減価償却、圧縮記帳、交際費、寄附金、貸倒引当金、受取配当等 

  租税公課、繰延資産、評価損益、役員給与等の別段の定め） 

 (３) 法人税額の計算（税率、中小法人の特例） 

 (４) 主要申告書の作成（別表一、別表四の作成） 

３. 所得税法 

 (１) 所得税法の体系（納税義務者、届出書等の手続、青色申告制度） 

 (２) 各種所得の金額の計算（所得の分類、非課税所得の分類、損益通算、繰越控除） 

 (３) 各種所得控除額の計算（医療費控除等の物的控除、配偶者控除等の人的控除） 

 (４) 所得税額の計算（税率、配当控除、住宅借入金等特別控除） 

 (５) 主要申告書の作成（年末調整制度の概要を含む） 

４. 消費税法 

 (１) 消費税法の体系（間接税の仕組み、届出書等の手続） 

 (２) 消費税の課税要件（課税取引、非課税取引、免税取引、不課税取引） 

 (３) 消費税額の計算（課税標準額、課税売上割合、仕入税額控除（原則課税、簡易課税）） 

 (４) 消費税の納税義務者の判定（小規模事業者の特例、新設法人の特例） 

 (５) 主要申告書の作成 

 

 

（試験制度改正により講義項目の変更を行う場合があります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 

  



 

経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 情報処理Ｂ(ｼｽﾃﾑ会計) 単 位 数 2単位 講義時間 48 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題 主任講師 新山 高一 講師 

実施年次 ２ 年次 実施時期 第 Ⅵ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 弥生会計プロフェッショナル、コンピュータ会計（基本） 

科 目 概 略 PCの技能と会計の知識を生かし、システム会計の仕様・処理等を理解させる。 

科目教育目標 
会計ソフトに関する知識と基本的な操作方法を習得させるとともに，会社経

営において必要不可欠な資金繰りに関する知識を習得させる。 

授業の形式・特徴 実際にＰＣを使用し、会計ソフトを使用した実習を行う。 

教育目標資格 社団法人全国経理教育協会主催コンピュータ会計能力検定試験２級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

１ 企業活動と会計処理 

(1) 企業の経営活動と経理・財務   

 (2) 会計処理の基本 

２ 会計ソフトの操作 

(1) ソフトの種類    

 (2) ソフトのインストール  

 (3) 会計データの入力 

３ 企業の業務と会計処理 

 企業活動・税金・決算に関連する業務と会計処理 

４ 会計データの入力処理と集計 

(1) 証憑によるデータ入力    

(2) 残高のチェック 

５ 会計情報の活用 

 (1) 会計データの集計と活用   

 (2) 月次決算の会計処理 

６ 資金繰り 

(1) 資金繰り表の作成 

(2) 売掛金年齢調査 

 

以上  

 

 

（ソフトウェアのヴァージョンアップなどにより、講義内容が変更されることがあります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 ビジネス実務Ｂ 単 位 数 1 単位 講義時間 24 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・テスト 主任講師 田川 浩子 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅵ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 秘書検定集中講義 2級 改訂版（早稲田教育出版） 

科 目 概 略 

組織の中で周囲の人々と協働するために、秘書だけではなく企業人として職

務に求められるコミュニケーション能力、接客能力、文書作成能力、文書管理

能力などについて習得する。 

科目教育目標 
ビジネス実務Ａで学んだ知識を、ロールプレイングを通じてそれぞれの場面

に応じた「使える」マナーやコミュニケーション、技能に発展させる。 

授業の形式・特徴 

講義形式を基本とし、ロールプレイングも取り入れる。 講師は、国際線客室

乗務員としての勤務経験があり、接遇・マナーのプロとしての経験を踏まえ、

社会人としての教養・常識・技能習得に向けた授業を行う。 

教育目標資格  文部科学省後援 秘書技能検定試験 2級 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

1 人間関係とコミュニケーション 

(1)適切な人間関係の構築 

(2)傾聴と話し方 

(3)ロールプレイング 

2 接遇 

 (1)接遇の基本マナー 

 (2)敬語表現 

(3)ロールプレイング 

3 ケーススタディ・ロールプレイング 

(1)来客対応・訪問 

 (2)電話対応 

 (3)慶事・弔辞 

4 会議のコーディネート 

5 文書作成 

(1)社内文書作成 

(2)社外文書作成 

(3)手紙作成 

6 管理 

(1)資料管理 

(2)日程管理 

(3)オフィス管理                                 

以上 

（社会・企業活動・企業での働き方の変化などにより、講義内容が変更されることがあります。） 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 



経理専門課程講義シラバス表 

（会計プロフェッション科・経営財務コース） 

科目名称 経営学概論Ｂ 単 位 数 1 単位 講義時間 24 時間 

評 価 Ａ～Ｄ 評価方法 出欠・提出課題 主任講師 飯田 豊 講師 

実施年次 2 年次 実施時期 第 Ⅵ 学期 必修・選択 必 修 

主な講義教材 経営知識テキスト，経営知識ノート 

科 目 概 略 

⑴以下の内容を講義する。①金融商品の種類及び金融の仕組み。②リスクに対

処する保険の仕組み及び社会保障の仕組み。安心安全な社会を基礎付ける社会

保障制度の重要性を認識させ，現状の問題点も指摘する。③経済の仕組み。④

手形小切手，電子記録債権の仕組み。⑤労働環境の法規制。正規従業員と非正

規従業員の現状，非正規従業員の格差問題，労働のあり方を考える。 

⑵日本銀行本店と東京証券取引所を見学する。 

科目教育目標 

人が働くうえで，知らなければならない金融，経済，保険，社会保障，労働

の現状を理解し，各々の問題点を指摘して，どうあるべきかを学生と一緒に考

えたい。 

授業の形式・特徴 

講義形式を基本とする。講師は企業実務の経験に基づき，金融，経済，保険，

社会保障，労働問題等ビジネス上の重要な知識のみならず，実際の企業が直面

する各種ビジネスリスクを具体的に紹介し，より実践的な内容の授業を行う。 

教育目標資格 該当なし 

講義項目（講義内容が理解できる様） 

⑴ 金融商品の概要，株式の上場，上場有価証券の売買，債券実務，投資計算，投資信託 

  金融商品取引法，発行開示，継続開示，内部統制，集団投資スキーム持分 

  公開買付，株券等大量保有状況の開示，インサイダー取引規制，相場操縦，損失補償 

⑵ リスク予測，認知限界，ハインリッヒの法則，リスクマネジメント 

 保険の仕組み，損害保険，定額保険 

日本の社会保障制度，医療保険，公的年金，労働者災害保険，雇用保険，介護保険 

社会保険と公的扶助の違い，生活保護，社会手当 

⑶ ＧＤＰ，経済センサス，景気動向指数，経済成長，経常収支，為替 

  通貨，金融の仕組み，金融政策，日銀の役割 

  財政，財政政策，財政ファイナンス，プライマリーバランス，租税，公債，歳出， 

 市場経済，計画経済，フリードマンの新自由主義 

 リーマンショック，富の集中(99対 1問題)，相対的貧困，貧困の連鎖 

 国際通貨及び通商の歴史，世界大恐慌，ブレトンウッズ体制，プラザ合意 

 グローバル経済，中国の市場開放 

⑷ 手形の機能，約束手形の振出，裏書譲渡，手形抗弁，白地手形，手形割引，手形交換 

   小切手の機能，小切手の特質，電子記録債権 

⑸ 労働法の歴史，労働契約法の内容，労働基準法の内容，働き方改革 

  正規従業員と非正規従業員，非正規従業員の格差問題，日本的雇用のあり方再考 

                                         以上 

 

 

専門学校 東京ＣＰＡ会計学院 


